筑西市告示第９号

筑西市女性人材バンク登録等事業実施要綱を次のように定める。

平成２９年２月１日

筑西市長　須　藤　　　茂

筑西市女性人材バンク登録等事業実施要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、筑西市男女共同参画推進条例（平成１９年条例第４５号）第３条第４号の規定に基づき、これまで進められてきた市における施策等について協議等を行う審議会等の委員等への女性の登用をさらに推進するため、それぞれの専門分野において識見、実績等を有する女性（以下「女性人材」という。）に係る情報を筑西市女性人材バンクとして登録し、市の実施機関に提供することに関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　審議会等　　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）その他の法令等又は条例の規定により市が設置する附属機関又は市が規則等の規定により学識経験者、市民等の意見を求め、これを市の施策等に反映させるために設置する審議会、委員会、協議会等をいう。
⑵　委員等　　審議会等の組織を構成する者をいう。
⑶　筑西市女性人材バンク　　女性人材に係る情報をデータベースとして整備したものをいう。
⑷　実施機関　　市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会並びに議会をいう。
⑸　市民活動団体　　市民を主たる構成員とする市民活動を行うグループ又は団体で、営利活動、政治活動又は宗教活動を目的としないものをいう。
（登録対象者）
第３条　この要綱により筑西市女性人材バンク（以下「女性人材バンク」という。）に情報を登録すること（以下「人材登録」という。）ができる女性人材（以下「登録対象者」という。）は、第４条第４項に規定する申込書を市長に提出する日において満１８歳以上の女性であって、本市の区域内において居住又は在勤、在学若しくは活動の拠点を有する法人若しくは市民活動団体に所属する者のうち次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、本市の職員（非常勤の特別職の職員、嘱託職員及び臨時職員を除く。）、地方公共団体の議会議員及び国会議員を除く。
⑴　平成１７年４月１日以後に国又は地方公共団体の審議会等の委員等の職にある者又は職にあった者
⑵　本市の行政に高い関心を有し、かつ、積極的に活動する意思のある者であって、専門的な知識、資格若しくは十分な活動実績を有し、又は将来の活躍が見込まれると市長が認めるもの
⑶　国又は地方公共団体が実施する男女共同参画の事業、研修又は講習に参加した者
⑷　前３号に掲げるもののほか市長が特に登録を認める者
（人材登録の方法等）
第４条　登録対象者の人材登録の方法は、次の各号のいずれかによるものとする。

⑴　人材登録することが適当と認める登録対象者について、第三者が市長に推薦する方法（以下「他薦」という。）
⑵　登録対象者が市長に対し人材登録を申し込む方法（以下「自薦」という。）
２　他薦により登録対象者の人材登録について市長に推薦しようとする者（以下「推薦者」という。）は、女性人材バンク登録対象者推薦書（様式第１号）を市長に提出するものとする。

３　市長は、前項の推薦書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、当該推薦に係る者（以下「被推薦者」という。）に次項の申込書の提出を依頼するものとする。

４　自薦により人材登録をしようとする者又は前項の依頼を受けて人材登録をしようとする被推薦者（以下「申込者」という。）は、女性人材バンク登録申込書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。

５　市長は、前項の申込書の提出があったときは、速やかにその内容を審査し、人材登録の可否を決定のうえ、女性人材バンク登録承認・不承認決定通知書（様式第３号）により当該申込者に通知するものとする。
（登録台帳）
第５条　市長は、前条第５項の規定により人材登録することを決定した申込者（以下「人材バンク登録者」という。）に係る事項については、女性人材バンク登録台帳（様式第４号。以下「登録台帳」という。）に記録し、整備するものとする。
（登録内容の変更）
第６条　人材バンク登録者は、人材登録の内容に変更がある場合は、速やかに当該変更に係る事項について市長に申し出なければならない。
２　前項の申出は、女性人材バンク登録事項変更申出書（様式第２号）を市長に提出して行うものとする。

（人材登録記録の抹消）

第７条　人材バンク登録者は、当該人材登録の記録を抹消しようとするときは、女性人材バンク登録抹消申出書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。

（人材登録の取消し）

第８条　市長は、人材バンク登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、人材登録を取り消すことができる。
⑴　第３条の規定に該当しなくなったとき。
⑵　心身の故障のため、職務を行うことができないと認めるとき。
⑶　偽りその他不正の手段により人材登録を受けたとき。
⑷　この要綱又はこの要綱に基づく市長の指示に違反したとき。

⑸　前各号に掲げるもののほか人材バンク登録者として不適当と認める事実があったとき。
（登録台帳の管理等）
第９条　登録台帳の管理その他女性人材バンクに係る事務処理は、男女共同参画主管課長が行う。
２　男女共同参画主管課長は、登録台帳その他女性人材バンクに係る個人情報の取扱いについて筑西市個人情報保護条例（平成１７年条例第１６号）の規定により厳重に行わなければならない。
（登録台帳の閲覧等）
第１０条　審議会等の主管課等の長（以下「審議会等主管課長」という。）は、登録台帳の情報の提供を受けようとするときは、女性人材バンク登録台帳閲覧等申出書（様式第６号）を男女共同参画主管課長に提出しなければならない。
２　審議会等主管課長は、前項の情報を審議会等の委員等の選出以外の目的で使用してはならない。
３　審議会等主管課長は、人材バンク登録者が審議会等の委員等に選出されたときは、その旨を速やかに男女共同参画主管課長に報告するものとする。
（補則）
第１１条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この告示は、平成２９年４月１日から施行する。
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